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(57)【要約】
【解決手段】連結装置が、真空ポンプに連結され得る第
１の管端部(10)を、内容物が排出されるチャンバに連結
され得る第２の管端部(12)に連結する機能を果たす。こ
のために、連結要素(26)が、内容物が排出されるチャン
バに真空ポンプを流体的に連結するための管要素(14)を
有している。管要素は夫々の管端部(10, 12)に連結要素
(26)を介して夫々の側で連結されている。２つの連結要
素(26)の少なくとも１つは、トルクの伝達専用に適応す
るように構成されている。更に、トルクの伝達専用に適
応している少なくとも１つの連結要素(26)を対応する管
端部(10, 12)から機械的に分離するための分離要素(36)
が設けられている。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　真空ポンプに連結されるように構成されている第１の管端部(10)を、内容物が排出され
るチャンバに連結されるように構成されている第２の管端部(12)に連結するための連結装
置であって、
　前記真空ポンプを内容物が排出される前記チャンバに流体的に連結するための管要素(1
4)を備えており、
　前記管要素(14)は、前記第１の管端部(10)及び前記第２の管端部(12)の夫々に連結する
ための連結要素(26)を夫々の側に有しており、２つの前記連結要素(26)の少なくとも１つ
はトルクの伝達専用に構成されており、
　トルクの伝達専用に構成されている少なくとも１つの前記連結要素(26)を対応する前記
管端部(10, 12)から機械的に分離するための分離要素(36)を更に備えていることを特徴と
する連結装置。
【請求項２】
　前記分離要素(36)は、圧縮可能な流体、特に気体が充填されている少なくとも１つの流
体チャンバ(48, 50)を有していることを特徴とする請求項１に記載の連結装置。
【請求項３】
　前記分離要素(36)によって生成される力、特に生成される軸方向の力が調整可能である
ことを特徴とする請求項１又は２に記載の連結装置。
【請求項４】
　前記軸方向の力を、前記流体チャンバ(48, 50)内の圧力を変えることにより調整するこ
とを特徴とする請求項２又は３に記載の連結装置。
【請求項５】
　２つの前記連結要素(26)はトルクの伝達専用に構成されていることを特徴とする請求項
１～４のいずれか一項に記載の連結装置。
【請求項６】
　前記分離要素(36)は、前記管端部(10, 12)の夫々に固定して連結されるように構成され
ている２つの保持要素(24)を有していることを特徴とする請求項１～５のいずれか一項に
記載の連結装置。
【請求項７】
　前記流体チャンバ(48, 50)は２つの前記保持要素(24)の間に配置されていることを特徴
とする請求項６に記載の連結装置。
【請求項８】
　前記分離要素(36)は、特に前記管要素(14)を完全に囲んでいる外側要素(38)を有してい
ることを特徴とする請求項１～７のいずれか一項に記載の連結装置。
【請求項９】
　前記外側要素(38)は環状の構成であることを特徴とする請求項８に記載の連結装置。
【請求項１０】
　前記外側要素(38)は、少なくとも１つの保持要素(24)、特には両方の保持要素(24)に対
して軸方向に移動するように構成されていることを特徴とする請求項８又は９に記載の連
結装置。
【請求項１１】
　前記外側要素(38)と前記外側要素(38)に対して移動するように構成されている前記保持
要素(24)との間に配置されている第１の密閉要素(40)を更に備えていることを特徴とする
請求項８～１０のいずれか一項に記載の連結装置。
【請求項１２】
　前記外側要素(38)と特に軸方向に移動するように更に構成されている第２の前記保持要
素(24)との間に配置されている第２の密閉要素(40)を更に備えていることを特徴とする請
求項１１に記載の連結装置。
【請求項１３】



(3) JP 2019-501351 A 2019.1.17

10

20

30

40

50

　前記管要素(14)と２つの前記保持要素(24)との間に密閉要素(42)が夫々配置されている
ことを特徴とする請求項６～１２のいずれか一項に記載の連結装置。
【請求項１４】
　少なくとも１つの前記流体チャンバ(48, 50)は、前記外側要素(38)、前記管要素(14)及
び２つの前記保持要素(24)によって画定されていることを特徴とする請求項８～１３のい
ずれか一項に記載の連結装置。
【請求項１５】
　少なくとも１つの前記流体チャンバ(48, 50)は、前記管要素(14)を環状に囲んでいるこ
とを特徴とする請求項１～１４のいずれか一項に記載の連結装置。
【請求項１６】
　少なくとも１つの前記流体チャンバ(48, 50)は供給管(54, 60)を有しており、特にバル
ブ(56, 62)が前記供給管(54, 60)に配置されていることを特徴とする請求項１～１５のい
ずれか一項に記載の連結装置。
【請求項１７】
　前記外側要素(38)は、前記管要素(14)と特にブリッジ要素(44, 58)を介して固定して連
結されており、特に一体に形成されていることを特徴とする請求項８～１６のいずれか一
項に記載の連結装置。
【請求項１８】
　前記分離要素(36)は２つの流体チャンバ(48, 50)を有しており、前記流体チャンバ内の
圧力が好ましくは互いに独立して調整されることを特徴とする請求項２～１７のいずれか
一項に記載の連結装置。
【請求項１９】
　トルクの伝達専用に構成されている少なくとも１つの前記連結要素(26)は、凹部(32)内
に延びている特に軸方向に配置されている突起部(34)を有していることを特徴とする請求
項１～１８のいずれか一項に記載の連結装置。
【請求項２０】
　前記凹部(32)の断面は、トルクが通常動作中に伝えられないように前記突起部(34)の断
面より大きいことを特徴とする請求項１９に記載の連結装置。
【請求項２１】
　前記外側要素及び／又は前記保持要素(24)の少なくとも１つは、動作中に機械的な分離
を示すためのマークを有していることを特徴とする請求項８～２０のいずれか一項に記載
の連結装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、真空ポンプに連結されるように構成されている第１の管端部を、真空チャン
バに連結されるように構成されている第２の管端部に連結するための連結装置に関する。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００２】
　ターボ分子ポンプのような真空ポンプを内容物が排出されるチャンバに連結するとき、
真空ポンプが、特にロータの回転により生じる振動を内容物が排出されるチャンバに伝え
るという問題が生じる。このような問題は、内容物が排出されるチャンバ又は内容物が排
出されるチャンバに連結された装置で行われる処理又は測定に影響を及ぼす場合がある。
例えば、電子顕微鏡は振動の影響を非常に受けやすい。
【０００３】
　真空ポンプから内容物が排出されるチャンバに伝えられる振動を減衰させるために、真
空ポンプに連結されるように構成されている管端部と、内容物が排出されるチャンバに連
結されるように構成されている管端部との間に減衰要素を設けることがよく行われている
。減衰要素は、例えば真空気密性を保証するために可撓性の金属ベローズを有している。
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金属ベローズは、例えば弾性の減衰要素に囲まれている。しかしながら、例えばロータの
阻止のようなポンプの故障の場合、このような減衰要素は生じる力及びトルクを吸収する
か又は伝えることができない。このため、減衰要素が完全に破壊する場合があり、ひいて
は、ポンプが減衰要素及び／又は内容物が排出されるチャンバから完全に外れる場合があ
る。これは、急速に回転するロータの高い運動エネルギーにより非常に危険である。
【０００４】
　更に、連結要素が欧州特許出願公開第2410184 号明細書で知られている。連結要素は２
つの管部分を有しており、管部分の一方は、真空ポンプに連結されるように構成されてい
る管端部に固定して連結されており、第２の管部分は、内容物が排出されるチャンバに連
結されるように構成されている管端部に固定して連結されている。２つの管端部の間に、
２つの環状のエラストマ密閉部分が設けられている。これらの密閉部分は、２つの密閉部
分と内側で対向して２つの密閉部分の間に配置されているブリッジを有するクランプ型要
素に囲まれている。真空ポンプが動作中ではないとき、２つの管部分は、エラストマ環に
よって離れる方向に押されて、管部分を囲むクリップによって機械的に連結されている。
２つのエラストマ環が圧縮されて、ひいては２つの管部分の機械的な連結部分がクリップ
を介して切断されるので、振動を更に伝えるこの機械的な連結部分は、生成された真空に
よって切断される。しかしながら、この連結装置は、機械的な連結部分の切断が明瞭に定
められないという点で特に不利である。例えば、切断は生成される真空の量に依存する。
更に、密閉環を定期的に交換しなければならないので、密閉環の弾性特性が変わる。更に
、横向き荷重がポンプに作用する場合、連結要素が透過性を有することになるという危険
性がある。
【０００５】
　本発明の目的は、高い安全性を保証しながら、望ましい機械的な分離をもたらたす、真
空ポンプに連結されるように構成されている第１の管要素を、内容物が排出されるチャン
バに連結されるように構成されている第２の管要素に連結するための連結装置を提供する
ことである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明によれば、本目的は請求項１のような連結装置によって達成される。
【０００７】
　連結装置は、真空ポンプ又はターボ分子ポンプに連結されるように構成されている第１
の管端部を、内容物が排出されるチャンバに連結されるように構成されている第２の管端
部に連結する機能を果たす。ここで、第１の管端部は、真空ポンプの一部及び／又は真空
ポンプの入口フランジであってもよい。従って、第２の管要素は内容物が排出されるチャ
ンバの一部であってもよい。本発明によれば、連結要素は、内容物が排出されるチャンバ
に真空ポンプを流体的に連結するための管要素を有している。管要素は、内容物を排出す
るために必要な真空連結部分をもたらす。従って、管要素は、連結要素を夫々の側に有し
ている、及び／又は連結要素と連結されている。２つの連結要素は、管要素を２つの管端
部の１つに夫々連結する機能を果たす。２つの連結要素の少なくとも１つは、トルクの伝
達専用に適応するように構成されている。特に動作中、連結要素はあらゆる軸方向の力、
つまり管要素の長手方向の力を伝えることができない。このため、真空ポンプから内容物
が排出されるチャンバへの振動の伝達、及び／又は第１の管端部から第２の管端部への振
動の伝達が不可能であるか、又は少なくとも著しく減少することが保証される。他方では
、少なくとも１つの連結要素がトルクを伝達してもよい。このようなトルクは、特に破壊
の場合だけでなく、真空ポンプが始動するか又は減速するときにも生じる管要素の長手軸
芯の周りのトルクである。従って、安全性が保証される。２つの連結要素がこのように構
成されていることが好ましい。
【０００８】
　本発明によれば、分離要素が設けられている。分離要素は、トルクの伝達専用に適応し
ている少なくとも１つの連結要素を対応する管端部から機械的に分離する機能を果たす。
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特に、２つの連結要素がトルクの伝達専用に適応している場合、分離要素は２つの連結要
素を機械的に分離する機能を果たす。ここで、分離要素は、動作中に真空によって生じる
力に対抗する軸方向の力を生成することが好ましい。結果として、真空ポンプが動作中で
はないとき、及びポンプの故障、ポンプの破壊などによって真空が低下するとき、分離要
素によって生成される軸方向の力は真空によって生成される反力より大きい。このため、
生じるトルクを容易に伝えることができるように、２つの管端部が機械的に連結される。
他方では、動作中、振動の伝達が少なくとも著しく減少するように、分離要素によって生
成される力と真空によって生成される力との力の均衡により軸方向の分離が行われる。
【０００９】
　特に好ましい実施形態によれば、分離要素によって生成される軸方向の力は調整可能で
ある。このような調整は、例えば調整可能なばねを用いて実現され得る。
【００１０】
　分離要素は、圧縮可能な流体が充填された少なくとも１つの流体チャンバを有している
ことが好ましい。流体は、特には気体であり、特に好ましくは空気である。従って、少な
くとも１つの流体チャンバ内の圧力を調整することによって、加えられる軸方向の力が調
整され得る。分離要素は少なくとも２つの保持要素を有していることが好ましい。２つの
保持要素は、管端部の１つに固定して連結されるように夫々構成されている。保持要素と
対応する管端部とが固定して連結されているため、力及びトルクは、特に真空ポンプに連
結されるように構成されている管端部から一方の保持要素に伝えられることができ、他方
の保持要素から内容物が排出されるチャンバに伝えられることができる。特に２つの保持
要素の少なくとも１つを対応する管端部と一体に形成するか、又は分離不可能な連結部分
を形成することが更に可能である。
【００１１】
　流体チャンバは２つの保持要素の間に配置されていることが好ましい。従って、流体チ
ャンバ内の圧力の上昇によって、２つの保持要素は離れる方向に押される。
【００１２】
　分離要素は、特に管要素を完全に囲んでいる外側要素を更に有していることが好ましい
。ここで、外側要素は好ましくは環状の構成である。好ましくは、外側要素は、２つの保
持要素と軸方向に重なり合っており、外側要素は、２つの保持要素の内の１つと固定して
連結されているか、又は２つの保持要素の内の１つと一体に形成されていることが更に可
能である。外側要素は、２つの保持要素の内のいずれか一方と固定して連結されていない
ことが好ましい。従って、外側要素は、特に２つの保持要素の内の１つに対して、好まし
くは両方の保持要素に対して軸方向に移動するように構成されている、及び／又は対応す
る軸方向の相対移動が可能である。
【００１３】
　第１の密閉要素が、外側要素と外側要素に対して移動するように構成されている保持要
素との間に配置されていることが好ましい。密閉要素は、特に弾性の密閉要素であり、特
には保持要素を囲んでいる密閉環である。密閉環は、本質的にはあらゆる力、特に振動を
伝えない。
【００１４】
　更に、外側要素と、特に外側要素に対して軸方向に移動するように構成されている第２
の保持要素との間に配置されている第２の密閉要素が設けられていることが好ましい。第
２の密閉要素は、好ましくは第１の密閉要素に相当するように構成されている。
【００１５】
　更に、管要素と２つの保持要素との間に密閉要素が夫々配置されていることが好ましい
。密閉要素は、第１の密閉要素に相当するように好ましくは構成されているため、密閉要
素も本質的にあらゆる力又は振動を伝えない。
【００１６】
　好ましい実施形態によれば、流体チャンバは、外側要素、管要素及び２つの保持要素に
よって画定されている。流体チャンバの画定は、ここでは特に外側要素の内面及び管要素
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の対向する外面によって実現されている。保持要素は、特には保持要素の前面で流体チャ
ンバを画定している。好ましい実施形態によれば、流体チャンバは環状の構成であり、特
には管要素を完全に囲んでいる。そのため、軸方向の均一な力が生成され得る。そのため
、特には、好ましくは環状の流体チャンバの周方向の力の変化が回避される。
【００１７】
　特に好ましい実施形態によれば、流体チャンバは供給管に連結されている。供給管は流
体、特に気体を供給する機能を果たす。バルブが供給管に配置されていることが好ましい
。従って、流体チャンバ内の圧力を変えて動作条件に適合させることが容易に可能である
。そのため、本質的に振動が真空ポンプから内容物が排出されるチャンバに伝えられない
ように、動作中の分離が実現される。
【００１８】
　更に、特に環状に構成された外側要素が管要素にブリッジ要素を介して固定して連結さ
れていることが好ましい。このような構成は、例えばねじ連結による設置を簡略化する機
能を果たし得る。管要素を外側要素と一体に形成することが更に可能である。
【００１９】
　更に好ましい実施形態によれば、分離要素は２つの流体チャンバを有している。各流体
チャンバが本質的に２つの保持要素の内の１つに作用するように、２つの流体チャンバは
、特に軸方向に直列に配置されている。ここで、２つの流体チャンバ内の圧力が別々に調
整可能であることが特に好ましい。このために、流体チャンバ毎に１つの管が気体のよう
な圧縮可能な流体を供給して排出するために設けられており、好ましくはバルブが各管に
配置されていることが好ましい。
【００２０】
　好ましい実施形態によれば、凹部内に延びて軸方向に配置された突起部が設けられてい
るように、トルクの伝達に適応している少なくとも１つの伝達要素が構成されている。例
えば、突起部は連結要素に設けられており、凹部は保持要素に設けられている。この実施
形態では、連結要素に設けられた突起部は、保持要素に設けられた凹部と対向する。同様
に、突起部は連結要素に更に設けられ得る。
【００２１】
　真空ポンプの損傷の場合、又は真空ポンプの加速若しくは減速中のみ、トルクが連結要
素を介して伝えられるので、凹部の断面が突起部の断面より大きいことが好ましい。その
ため、通常動作中、トルク、ひいては振動が伝えられないことが保証される。
【００２２】
　２つの連結要素は上述したように構成されており、好ましい方法で処理されていること
が好ましい。
【００２３】
　第一に、少なくとも１つの流体チャンバ内の圧力は、連結要素が２つの管端部の間に配
置されている管端部間に軸方向に連結部分を形成する。好ましい実施形態によれば、連結
要素の突起部が対応する凹部の底部に載置されることにより、連結部分の形成が特に実現
される。真空ポンプが真空を生成すると、少なくとも１つの流体チャンバ内の圧力によっ
て生成される軸方向の力に対抗する軸方向の反力が生成される。このため、機械的な連結
部分の切断、ひいては分離が行われる。
【００２４】
　分離が調整された真空及び少なくとも１つの流体チャンバ内の調整された圧力で行われ
たか否かを外側から容易に検出することを可能にするマークを設けることが特に好ましい
。このために、外側要素及び／又は保持要素の少なくとも１つにマークが設けられてもよ
い。
【００２５】
　以下に、本発明を、添付図面を参照して好ましい実施形態に基づいて詳細に説明する。
【図面の簡単な説明】
【００２６】
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【図１】本発明に係る連結装置の好ましい実施形態を示す断面略図である。
【図２】連結要素を示す断面略図である。
【図３】本発明に係る連結装置の第２の実施形態を示す断面略図である。
【発明を実施するための形態】
【００２７】
　連結装置は、特に真空ポンプに連結されている第１の管端部10を、特に内容物が排出さ
れるチャンバに連結されている第２の管端部12に連結する機能を果たす。流体連結のため
に、管要素14が設けられている。管要素14は、特に図示されていない固定ねじを介して夫
々の連結環16に２つの反対側の端部で連結されている。連結環16は、密閉部分を有するセ
ンタリング環18を有している。センタリング環18は、２つの管端部10, 12のフランジ20と
フランジ20に対向しているフランジ22との間に夫々配置されている。フランジ22は２つの
保持要素24の夫々の一部分である。保持要素24は夫々、環状の構成であり、管要素14を囲
んでいる。２つの保持要素24は夫々、第１の管端部10及び／又は第２の管端部12にクラン
プ27を介して固定されており、ひいては強固に連結されている。
【００２８】
　管要素14は、２つの管端部10, 12に連結要素26を介して連結されており、２つの保持要
素24は更に連結要素26の構成部品である。ここで、特に真空ポンプの故障の場合にトルク
が連結部分を介して伝えられ得るように、連結部分が実現されている。このようなトルク
は長手軸芯28の周りに生じるトルクである。軸方向、つまり長手軸芯28の方向に、２つの
管端部10, 12、及び／又は２つの管端部10, 12に固定して連結されている保持要素24に対
する管要素14の少なくとも僅かな移動が可能である。このために、保持要素24（図２）は
、径方向の内側に面する突部30を有している。突部30は凹部32を有しており、凹部32内に
突起部34（図１）が延びている。図示されている例示的な実施形態では、突起部34はねじ
頭である。ここで、凹部32の直径はねじ頭34の直径より僅かに大きい。
【００２９】
　更に、連結装置は分離要素36を備えている。軸方向の力、つまり、長手軸芯28に沿って
生じ得る力が伝えられ得るように、及び／又はこの力の伝達が大幅に減少するように、分
離要素は、２つの連結要素26を２つの管端部10, 12から機械的に分離する機能を果たす。
従って、真空ポンプから内容物が排出されるチャンバ及びチャンバに連結されている構成
要素に振動が伝えられない、及び／又はこの振動が僅かに伝えられるだけである。図示さ
れている例示的な実施形態では、分離要素36は環状に構成された外側要素38を有している
。外側要素38は、２つの環状に構成された保持要素24に対して軸方向、つまり長手方向28
に移動するように構成されている。外側要素38と２つの保持要素24との間に、環状の密閉
要素40が夫々配置されている。
【００３０】
　２つの保持要素24の内面に、管要素14に向かって密閉するための環状の密閉要素42が設
けられてもよい。特に、この領域でも保持要素24と管要素14との間の軸方向の移動性が可
能になる。
【００３１】
　分離要素36の外側要素38はブリッジ要素44を介して管要素14に連結されている。この連
結は固定連結であり、ブリッジ要素44は、例えばねじ連結によって管要素14のブリッジ状
の突出部46に連結されている。管要素14の軸方向の移動によって、外側要素38が常に軸方
向に移動する。
【００３２】
　軸方向の移動のために、２つの流体チャンバ48, 50が形成されており、図１に示されて
いる例示的な実施形態では、ブリッジ要素44, 46に設けられている連絡管52によって互い
に流体的に連結されている。従って、流体チャンバ48, 50は、外側要素38の内面、２つの
保持要素24の前面及び管要素14の外面によって画定されている。流体チャンバ48, 50は供
給管54を有しており、供給管54にバルブ56が配置されている。従って、バルブ56を介して
、流体、特に圧縮空気が２つの流体チャンバ48, 50に供給されるか、又は流体チャンバ48
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【００３３】
　２つの管端部10, 12を軸方向に分離するため、ひいては振動の伝達を防止する、特には
減少するために、本発明に係る連結装置を用いて流体チャンバ48, 50内の圧力を高めるこ
とが可能である。このため、２つの対向する環状の保持要素24が離れる方向に押される。
真空ポンプが作動する前、突起部及び／又はねじ頭34が凹部32の底部に軸方向に夫々載置
されているので、２つの管端部10, 12が軸方向に連結されている。動作中に、管要素14、
更に２つの管端部10, 12に真空ポンプによって真空が生じる。そのため、反力が生じる。
このため、対応する力比率の場合、突起部34は凹部32の底部領域に載置されなくなる。
【００３４】
　従って、確実な分離を保証するために、流体チャンバ48, 50内の圧力は真空に適合して
いなければならない。本発明によれば、圧力の適合は、圧縮空気を供給管54を介して供給
するか又は排出することにより簡単な方法で可能である。
【００３５】
　更に、保持要素24に対する外環38、ひいては管要素14の位置を簡単な方法で読むことが
できるように、外環38及び／又は２つの保持要素24の内の一方にマークが設けられている
ことが好ましい。そのため、軸方向の分離を保証するために、流体チャンバ48, 50内の所
要の圧力が簡単な方法で決定され得る。
【００３６】
　図３に示されている実施形態では、同様の要素及び同一の要素が同一の参照番号によっ
て表されている。
【００３７】
　重要な差異は、外環38が管要素14と一体に形成されているということである。図示され
ている例示的な実施形態では、連結が固体ブリッジ58によって実現されている。図示され
ている例示的な実施形態では、固体ブリッジ58は２つの流体チャンバ48, 50を連結するた
めのいかなる孔も有していない。更に正確に言えば、流体チャンバ48, 50毎に供給管60が
夫々設けられており、供給管60にバルブ62が夫々配置されている。そのため、微調整が可
能であるように、２つの流体チャンバ48, 50内の圧力を互いに独立して調整することが可
能である。従って、この実施形態でも、２つのマークが設けられており、一方のマークが
外側要素38と図３では上側の保持要素である保持要素24との間の相対位置を示し、第２の
マークが図３では下側の保持要素である保持要素24に対する相対位置を示すことが好まし
い。
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